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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物であって、
　ａ）ポリエステル基材ポリマーと；
　ｂ）少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物であって、式（Ｉ）または（Ｉ
Ｉ）：

【化１】
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の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはアリールまたはヘテロアリールであり、
　Ｘは
【化２】

であり、
　Ｙはアルキレン、シクロアルキレン、またはアリーレンであり；
　Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立にＨまたはアルキルであり；
　Ｒ３およびＲ４はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはア
ラルキルであり；
　Ｒ５はアルキル、シクロアルキル、またはアリールであり；
　ＺおよびＺ’はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはアラ
ルキルであり；かつ、
　ｎおよびｐはそれぞれ独立に０、１、２、３、４、または５である、化合物；ならびに
、式ＩＩＩまたはＩＶ：

【化３】

の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはｏ－、ｍ－、もしくはｐ－フェニレン部分、置換されたフェニレン部分、または
ナフタレン部分であり；
　Ｒ１１およびＲ１２は、水素、アルキル、アルケニル、およびアリールで構成されてい
る群から独立に選択され；
　ＸはＯまたは－（ＣＨ２）ｎ－であり；
　ｎ＝０、１、または２であり；かつ、
　ｐ＝０、１、または２である、化合物
で構成されている群から選択された化合物と、



(3) JP 6179045 B2 2017.8.16

10

20

30

　ｃ）正の酸化状態にある少なくとも１つの遷移金属であって、１０～４００ｐｐｍの量
で前記組成物中に存在している金属と、
を含んでなり、前記ポリエステル基材ポリマーは、１０ｐｐｍ以下の全リン量を含んでな
る、組成物。
【請求項２】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ジベンジルアジプアミドである
式（Ｉ）の化合物である、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ｍ－キシリレン－ビス（テトラ
ヒドロフタルイミド）である式ＩＩＩの化合物である、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの遷移金属はコバルトである、請求項１に記載の組成物。
【請求項５】
　ポリエステル基材ポリマーはポリエチレンテレフタラートである、請求項１に記載の組
成物。
【請求項６】
　非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～１０重量パーセント
の量で存在する、請求項１に記載の組成物。
【請求項７】
　非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～５重量パーセントの
量で存在する、請求項６に記載の組成物。
【請求項８】
　前記非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～３重量パーセン
トの量で存在する、請求項７に記載の組成物。
【請求項９】
　遷移金属の濃度は３０～１５０ｐｐｍである、請求項１に記載の組成物。
【請求項１０】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ｍ－キシリレン－ビス－（テト
ラヒドロフタルイミド）、ｍ－キシリレン－ビス－（メチルテトラヒドロフタルイミド）
、ｍ－キシリレン－ビス－（オクテニルスクシンイミド）、ｍ－キシリレン－ビス－シト
ラコンイミド、ｍ－キシリレン－ビス（メチルナドイミド）、およびｍ－キシリレン－ビ
ス（ナドイミド）で構成されている群から選択される、請求項１に記載の組成物。
【請求項１１】
　少なくとも１つの層を含んでなる包装体のための壁体であって、前記層は組成物を含ん
でなり、前記組成物は、
　ａ）ポリエステル基材ポリマーと；
　ｂ）少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物であって、式（Ｉ）または（Ｉ
Ｉ）：
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【化４】

の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはアリールまたはヘテロアリールであり、
　Ｘは
【化５】

であり、
　Ｙはアルキレン、シクロアルキレン、またはアリーレンであり；
　Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立にＨまたはアルキルであり；
　Ｒ３およびＲ４はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはア
ラルキルであり；
　Ｒ５はアルキル、シクロアルキル、またはアリールであり；
　ＺおよびＺ’はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはアラ
ルキルであり；かつ、
　ｎおよびｐはそれぞれ独立に０、１、２、３、４、または５である、化合物；ならびに
、式ＩＩＩまたはＩＶ：
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【化６】

の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはｏ－、ｍ－、もしくはｐ－フェニレン部分、置換されたフェニレン部分、または
ナフタレン部分であり；
　Ｒ１１およびＲ１２は、水素、アルキル、アルケニル、およびアリールで構成されてい
る群から独立に選択され；
　ＸはＯまたは－（ＣＨ２）ｎ－であり；
　ｎ＝０、１、または２であり；かつ
　ｐ＝０、１、または２である、化合物；
で構成されている群から選択された化合物と、
　ｃ）正の酸化状態にある少なくとも１つの遷移金属であって、１０～４００ｐｐｍの量
で前記組成物中に存在している金属と、を含んでなり、前記ポリエステル基材ポリマーは
、１０ｐｐｍ以下の全リン量を含んでなる、壁体。
【請求項１２】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ジベンジルアジプアミドである
式（Ｉ）の化合物である、請求項１１に記載の壁体。
【請求項１３】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ｍ－キシリレン－ビス－（テト
ラヒドロフタルイミド）である式ＩＩＩの化合物である、請求項１１に記載の壁体。
【請求項１４】
　前記少なくとも１つの遷移金属はコバルトである、請求項１１に記載の壁体。
【請求項１５】
　ポリエステル基材ポリマーはポリエチレンテレフタラートである、請求項１１に記載の
壁体。
【請求項１６】
　非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～１０重量パーセント
の量で存在する、請求項１１に記載の壁体。
【請求項１７】
　非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～５重量パーセントの
量で存在する、請求項１６に記載の壁体。
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【請求項１８】
　非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて１～３重量パーセントの
量で存在する、請求項１７に記載の壁体。
【請求項１９】
　遷移金属の濃度は３０～１５０ｐｐｍである、請求項１１に記載の壁体。
【請求項２０】
　少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ｍ－キシリレン－ビス－（テト
ラヒドロフタルイミド）、ｍ－キシリレン－ビス－（メチルテトラヒドロフタルイミド）
、ｍ－キシリレン－ビス－（オクテニルスクシンイミド）、ｍ－キシリレン－ビス－シト
ラコンイミド、ｍ－キシリレン－ビス（メチルナドイミド）、およびｍ－キシリレン－ビ
ス（ナドイミド）で構成されている群から選択される、請求項１１に記載の壁体。
【請求項２１】
　包装体は単層コンテナである、請求項１１に記載の壁体。
【請求項２２】
　包装体は多層コンテナである、請求項１１に記載の壁体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は脱酸素に有用な組成物に関する。本発明はさらに、リンをほとんど含まない基
材ポリマーと、被酸化性の有機物成分と、遷移金属と、を含んでなる、ほぼ透明な組成物
にも関する。本発明はさらに、そのような組成物の、酸素感受性材料のための包装材の構
築における使用にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　本明細書中で引用された、出版物、特許出願および特許を含む全ての参照文献は、各参
照文献が参照により組み込まれることが個別かつ具体的に示され、その全体が本明細書中
に記述されている場合と同じ程度に、参照により本願に組み込まれる。
【０００３】
　酸素感受性材料の保護のために包装構造物に脱酸素剤を含めることは当分野において周
知である。そのような脱除剤は、包装体の中に閉じ込められた酸素または包装体の外側か
ら浸透する酸素と反応すると考えられ、よって包装内容物の寿命を延ばす。これらの包装
体にはフィルム、ボトル、コンテナなどが挙げられる。食品、飲料（ビールおよびフルー
ツジュースなど）、化粧品、医薬品などは酸素暴露に対して特に感受性が高く、包装内容
物の鮮度を保持し、かつ風味、風合いおよび色調の変化を回避するために、酸素に対する
高いバリア性を必要とする。
【０００４】
　ある種のポリアミドを遷移金属と組み合わせて使用すると脱酸素材料として有用である
ことが知られている。特に有用な１つのポリアミドは、ポリマー鎖中にｍ－キシレン残基
を含有するＭＸＤ６である。例えば、特許文献１～３を参照されたい。
【０００５】
　その他の脱酸素剤には、亜硫酸カリウム（特許文献４）、不飽和炭化水素（特許文献５
）、およびアスコルビン酸誘導体（特許文献６）が挙げられる。
　カーヒル（Ｃａｈｉｌｌ）の特許文献７および８は、脱酸素成分がポリブタジエンであ
り該脱酸素材料のための触媒が遷移金属塩である脱酸素ポリエステル組成物を開示してい
る。
【０００６】
　アカペディ（Ａｋｋａｐｅｄｄｉ）の特許文献９は、ポリアミドとの混成物中の脱酸素
剤としての、被酸化性ポリジエンまたは被酸化性ポリエーテルの使用について開示してい
る。
【０００７】
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　チン（Ｃｈｉｎｇ）の特許文献１０は、少なくとも１つのシクロヘキセニル基または脱
酸素剤としての官能性を有しているポリマーの使用について開示している。
　上記先行技術全てに記載されたもののようなポリマー系脱酸素材料を、ＰＥＴのような
基材ポリマー樹脂中に混成した物から作製された包装壁体のバリア層では、ＰＥＴ中にお
けるポリマー系脱除材料の不混和により望ましからぬヘイズ（ｈａｚｅ）が生じる可能性
がある。相違する化学構造のポリマーの混成物が、該ポリマー相互のセグメントの非相溶
性に起因する相分離を例外なく生じることは、よく知られた事実である。相分離はそのよ
うな混成物中におけるヘイズの根本原因である。
【０００８】
　ポリマー混成物中のヘイズを最小限にする１つの手法は、基材ポリマー中におけるポリ
マー系脱除剤の非必須性を高める相溶化剤または界面剤の使用である。しかしながらこの
手法は、ヘイズを多少低減しうるにしても排除はせず、従って所望される高い透明度は達
成できない。よって、十分な透明度を維持しつつ、コンテナを形成するためにＰＥＴ中に
混成された時に高い脱酸素能を提供する低分子量有機化合物のような、改良された材料が
当分野において必要とされている。原則として、低分子量有機化合物は、基材ポリマー鎖
のセグメント間に存在する自由空間に該化合物が入り込むことを可能にする分子サイズ故
に、ＰＥＴのような基材ポリマー中において混和する能力を有する。
【０００９】
　外観に加えて、先行技術の脱酸素剤で経験される別の問題点は、該脱酸素剤がプラスチ
ックコンテナに組み込まれてしまうと脱酸素の開始前に誘導期間（すなわち時間遅れ）を
必要とするということである。例えば、脱酸素剤として例えばジベンジルアジプアミド（
ＤＢＡ）のようなジアミドを使用するモールド成形コンテナにおいて、誘導期間は周囲温
度および周囲湿度で少なくとも３か月、または高温（３８℃）およびボトルが脱酸素水で
充填された後の湿度（８５％ＲＨ）で少なくとも４週間となりうる。この誘導期間は、プ
ラスチックコンテナが作製されて直ちに（または近いうちに）酸素感受性の食品または飲
料製品で充填される実際の商習慣においては許容可能ではない。脱酸素は、内部に含まれ
る食品および／または飲料製品の味および栄養上の品質を保護するために、充填の直後に
起こらなければならない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第５，６３９，８１５号明細書
【特許文献２】米国特許第５，０４９，６２４号明細書
【特許文献３】米国特許第５，０２１，５１５号明細書
【特許文献４】米国特許第４，５３６，４０９号明細書
【特許文献５】米国特許第５，２１１，８７５号明細書
【特許文献６】米国特許第５，０７５，３６２号明細書
【特許文献７】米国特許第６，０８３，５８５号明細書
【特許文献８】米国特許第６，５５８，７６２号明細書
【特許文献９】米国特許第６，４２３，７７６号明細書
【特許文献１０】米国特許第６，２５４，８０３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　よって、コンテナの透明度の要件を満たし、かつ、形成されるコンテナの長期にわたる
時間効果または状態調節が必要とされないように脱酸素のためのいかなる誘導期間も排除
する、有効な脱酸素組成物が当分野において必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は組成物を提供することによりこの必要性を満たすものであり、該組成物は、ａ
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）ポリエステル基材ポリマーと；ｂ）少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物
であって、式（Ｉ）または（ＩＩ）：
【００１３】
【化１】

の化合物であって、上記式中、Ａｒはアリールまたはヘテロアリールであり、
　Ｘは
【００１４】
【化２】

であり、
　Ｙはアルキレン、シクロアルキレン、またはアリーレンであり；
　Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立にＨまたはアルキルであり；
　Ｒ３およびＲ４はそれぞれ独立にＨ、アルキル（ａｌｋｙ）、シクロアルキル、アリー
ル、またはアラルキルであり；
　Ｒ５はアルキル、シクロアルキル、またはアリールであり；
　ＺおよびＺ’はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはアラ
ルキルであり；かつ、
　ｎおよびｐはそれぞれ独立に０、１、２、３、４、または５である化合物；ならびに、
式ＩＩＩまたはＩＶ：
【００１５】
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【化３】

の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはｏ－、ｍ－、もしくはｐ－フェニレン部分、置換されたフェニレン部分、または
ナフタレン部分であり；Ｒ１１およびＲ１２は、水素、アルキル、アルケニル、およびア
リールで構成されている群から独立に選択され；ＸはＯまたは－（ＣＨ２）ｎ－であり；
ｎ＝０、１、または２であり；かつ、ｐ＝０、１、または２である化合物
で構成されている群から選択された化合物と、
　ｃ）正の酸化状態にある少なくとも１つの遷移金属であって、約１０～約４００ｐｐｍ
の量で該組成物中に存在している金属と、を含んでなり、該ポリエステル基材ポリマーは
、約４０ｐｐｍ未満の全リン量を含んでなる。
【００１６】
　別の実施形態では、本発明は少なくとも１つの層を含んでなる包装体のための壁体を提
供し、前記層は組成物を含んでなり、前記組成物は、ａ）ポリエステル基材ポリマーと；
ｂ）少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物であって、式（Ｉ）または（ＩＩ
）：
【００１７】
【化４】

の化合物であって、上記式中、Ａｒはアリールまたはヘテロアリールであり、
　Ｘは
【００１８】
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【化５】

であり、
　Ｙはアルキレン、シクロアルキレン、またはアリーレンであり；
　Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立にＨまたはアルキルであり；
　Ｒ３およびＲ４はそれぞれ独立にＨ、アルキル（ａｌｋｙ）、シクロアルキル、アリー
ル、またはアラルキルであり；
　Ｒ５はアルキル、シクロアルキル、またはアリールであり；
　ＺおよびＺ’はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはアラ
ルキルであり；かつ、
　ｎおよびｐはそれぞれ独立に０、１、２、３、４、または５である化合物；ならびに、
式ＩＩＩまたはＩＶ：
【００１９】
【化６】

の化合物であって、上記式中、
　Ａｒはｏ－、ｍ－、もしくはｐ－フェニレン部分、置換されたフェニレン部分、または
ナフタレン部分であり；Ｒ１１およびＲ１２は、水素、アルキル、アルケニル、およびア
リールで構成されている群から独立に選択され；ＸはＯまたは－（ＣＨ２）ｎ－であり；
ｎ＝０、１、または２であり；かつｐ＝０、１、または２である化合物；で構成されてい
る群から選択された化合物と、
　ｃ）正の酸化状態にある少なくとも１つの遷移金属であって、約１０～約４００ｐｐｍ
の量で該組成物中に存在している金属と、を含んでなり、該ポリエステル基材ポリマーは
、約４０ｐｐｍ未満の全リン量を含んでなる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明による組成物の脱酸素性能を示すグラフ。
【図２】本発明による組成物の脱酸素性能を示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
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【００２１】
　本発明は、酸素感受性材料のための包装材の製造において有用な組成物に関する。いく
つかの実施形態では、本発明の組成物は、ポリエステル基材ポリマー、非ポリマーの被酸
化性有機物成分、および正の酸化状態にある遷移金属を含んでなり、該ポリエステル基材
ポリマーは約４０ｐｐｍ未満の全リン量を含んでなり、かつ、該組成物は、例えば予備成
形物から射出延伸ブロー成形プロセスにより単層コンテナへとブロー成形されたときに、
優れた脱酸素特性および優れた透明度（すなわちヘイズの欠如）を示す。ポリエステル基
材ポリマーが４０ｐｐｍより多くのリン含有化合物を含む場合、該組成物はいくらかの顕
著な脱酸素に先立って誘導期間を必要とすることになろう。
【００２２】
　本発明の組成物は少なくとも１つの基材ポリマーを含んでなる。本明細書中で使用され
るように、用語「基材ポリマー」は、本発明のコンテナの構造および機械的性質を提供す
る該コンテナのポリマー成分を指す。用語「基材ポリマー」は、当分野で一般に使用され
る用語「構造ポリマー」と同義である。
【００２３】
　好ましい実施形態では、基材ポリマーはポリエステルである。ある実施形態では、本発
明のポリエステルポリマーは熱可塑性であり、よって該組成物の形態は限定されず、溶融
相重合の状態の、無定形ペレットとしての、固体状態のポリマーとしての、半結晶状粒子
としての、溶融加工ゾーンにおける物質の組成物としての、ボトル予備成形物としての、
または延伸ブロー成形ボトルもしくは他の物品の形態の、組成物が含まれうる。ある好ま
しい実施形態では、ポリエステルはポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）である。
【００２４】
　適切なポリエステルポリマーの例には、ポリエチレンテレフタラートのホモポリマーお
よびコポリマーであって、約１５モル％未満、もしくは約１０モル％以下、もしくは約８
モル％以下の累積量の１つ以上のポリカルボン酸改質剤、または約６０モル％未満、もし
くは約５０モル％未満、もしくは約４０モル％未満、もしくは約１５モル％未満、もしく
は約１０モル％以下、もしくは約８モル％以下の量の１つ以上のヒドロキシル化合物改質
剤で改質されたもの（総体として簡潔にするために「ＰＥＴ」と呼ばれる）、ならびにポ
リエチレンナフタラートのホモポリマーおよびコポリマーであって、約１５モル％未満、
もしくは約１０モル％以下、もしくは約８モル％以下の累積量の１つ以上のポリカルボン
酸改質剤で改質されたか、または約６０モル％未満、もしくは約５０モル％未満、もしく
は約４０モル％未満、もしくは約１５モル％未満、もしくは約１０モル％以下、もしくは
約８モル％以下の１つ以上のヒドロキシル化合物改質剤で改質されたもの（総体として本
明細書中では「ＰＥＮ」と呼ばれる）、ならびにＰＥＴおよびＰＥＮの混成物、が挙げら
れる。改質剤であるポリカルボン酸化合物またはヒドロキシル化合物は、少なくとも約８
５モル％の量で含まれる化合物以外の化合物である。好ましいポリエステルポリマーはポ
リアルキレンテレフタラートであり、最も好ましいのはＰＥＴである。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、該ポリエステルポリマーは、ポリエステルポリマー中のすべ
ての繰り返し単位のモル数に基づいて、少なくとも約９０モル％、他の実施形態では少な
くとも約９２モル％、さらに他の実施形態ではまたは少なくとも約９４モル％のエチレン
テレフタラート繰り返し単位を含んでいる。
【００２６】
　テレフタル酸の二酸成分、テレフタル酸の誘導体、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸
、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸の誘導体、またはこれらの混合物に加えて、本願の
ポリエステルのポリカルボン酸成分は１つ以上の追加の改質剤のポリカルボン酸を含むこ
とができる。そのような追加の改質剤のポリカルボン酸には、好ましくは約８～約１４個
の炭素原子を有している芳香族ジカルボン酸、好ましくは約４～約１２個の炭素原子を有
している脂肪族ジカルボン酸、または、好ましくは約８～約１２個の炭素原子を有してい
る脂環式ジカルボン酸が挙げられる。
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【００２７】
　酸成分として有用な改質剤のジカルボン酸の例は、フタル酸、イソフタル酸、ナフタレ
ン－２，６－ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、シクロヘキサンジ酢酸、ジフ
ェニル－４，４’－ジカルボン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、アゼライン酸、
セバシン酸などであり、最も好ましいのはイソフタル酸、ナフタレン－２，６－ジカルボ
ン酸、およびシクロヘキサンジカルボン酸である。当然ながら、これらの酸の対応する酸
無水物、エステル、および酸塩化物の使用は、用語「ポリカルボン酸」に含まれる。三官
能性およびさらに高次のポリカルボン酸についても、ポリエステルを改質することが可能
である。
【００２８】
　ヒドロキシル成分は、カルボン酸基と反応することができる２以上のヒドロキシル基を
含有する化合物から作られる。いくつかの好ましい実施形態では、好ましいヒドロキシル
化合物は２個または３個のヒドロキシル基を含有する。好ましい実施形態は２個のヒドロ
キシル基を有する。これらのヒドロキシル化合物には、エチレングリコール、プロパンジ
オール、およびブタンジオールのようなＣ２－Ｃ４アルカンジオールが含まれ、中でもエ
チレングリコールはコンテナへの適用に最も好ましい。これらのジオールに加えて、他の
改質剤のヒドロキシル化合物成分には、好ましくは６～２０個の炭素原子を有する脂環式
ジオール、および好ましくは約３～約２０個の炭素原子を有する脂肪族ジオールのうち少
なくともいずれかのような、ジオールが挙げられる。そのようなジオールの例には、ジエ
チレングリコール；トリエチレングリコール；１，４－シクロヘキサンジメタノール；プ
ロパン－１，３－ジオールおよびブタン－１，４－ジオール（エチレングリコール残基が
すべてのヒドロキシル化合物残基のモル量に基づいて少なくとも８５モル％の量でポリマ
ー中に存在する場合に、改質剤ジオールとみなされる）；ペンタン－１，５－ジオール；
ヘキサン－１，６－ジオール；３－メチルペンタンジオール－（２，４）；ネオペンチル
グリコール；２－メチルペンタンジオール－（１，４）；２，２，４－トリメチルペンタ
ンジオール－（１，３）；２，５－エチルヘキサンジオール－（１，３）；２，２－ジエ
チルプロパンジオール－（１，３）；ヘキサンジオール－（１，３）；１，４－ジ－（ヒ
ドロキシエトキシ）－ベンゼン；２，２－ビス－（４－ヒドロキシシクロヘキシル）－プ
ロパン；２，４－ジヒドロキシ－１，１，３，３－テトラメチル－シクロブタン；２，２
－ビス－（３－ヒドロキシエトキシフェニル）－プロパン；および２，２－ビス－（４－
ヒドロキシプロポキシフェニル）－プロパン、が挙げられる。典型的には、ポリエチレン
テレフタラートのようなポリエステルは、グリコールを、遊離酸またはそのジメチルエス
テルとしてのジカルボン酸と反応させてエステルのモノマーおよびオリゴマーのうち少な
くともいずれかを生産し、これが次いで多環縮合せしめられてポリエステルを生じること
により作製される。
【００２９】
　いくつかの好ましい実施形態では、改質剤にはイソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸
、トリメリト酸無水物、ピロメリト酸二無水物、１，４－シクロヘキサンジメタノール、
およびジエチレングリコールが挙げられる。調合されたポリエステルポリマー組成物中の
ポリエステルポリマーの量は、すべてのポリエステルポリマーおよびすべてのポリアミド
ポリマーの総重量に基づいて、約５０．０重量％より多量、約８０．０重量％から、また
は約９０．０重量％から、または約９５．０重量％から、または約９６．０重量％から、
または約９７重量％から、約９９．９０重量％までである。調合されたポリエステルポリ
マー組成物には、調合されたポリエステルポリマー組成物の、ポリカーボネートのような
他の熱可塑性ポリマーとの混成物も含まれうる。いくつかの好ましい組成物では、ポリエ
ステルは本発明の組成物の大部分を構成し、いくつかの実施形態では、ポリエステルは、
組成物（充填剤、無機化合物もしくは無機粒子、ファイバー、衝撃改質剤、または衝撃改
質剤としての役割を果たすかもしくは冷蔵食品トレイに見られるような不連続相を形成す
る他のポリマーを除く）の重量に基づいて少なくとも約８０重量％、または少なくとも約
９０重量％の量で存在する。
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【００３０】
　ポリエステル基材ポリマーは、約４０ｐｐｍ未満、好ましくは約３０ｐｐｍ未満、より
好ましくは約２０ｐｐｍ未満、さらにより好ましくは約１０ｐｐｍ未満のリンを含んでな
り、最も好ましくは、ポリエステル基材ポリマーはリンをほとんど含まない。本明細書中
で使用されるように、用語「リンをほとんど含まない」とは０～約１ｐｐｍの全リン量を
意味する。典型的なボトル等級のＰＥＴ樹脂は、約４０ｐｐｍより多くのリンをリン酸ま
たはホスホン酸の形で含んでなり、該リン酸またはホスホン酸は典型的には樹脂成形プロ
セスの間に安定化添加剤として使用される。いかなる特定の理論にも束縛されるものでは
ないが、リンはコバルト（または他の遷移金属）に干渉してコバルト（または他の遷移金
属）が酸化触媒として作用する効率を著しく妨害し、その結果がブロー成形ボトルにおい
て脱酸素が検知されうる前１～３か月の誘導期間である、と考えられている。本発明者ら
は、例えば下記に記載されたもののような非ポリマーの被酸化性有機物成分と混成された
約４０ｐｐｍ未満のリンを含んでなるポリエステル基材ポリマーを含んでなるポリエステ
ル系コンテナが、驚いたことに、当分野で予期されるような誘導期間を伴わずに優れた脱
酸素特性を示すことを発見した。適切な「低リン」ＰＥＴ樹脂は市販されており、例えば
、米国ペンシルベニア州１９３１７、チャッズフォード（Ｃｈａｄｄｓ　Ｆｏｒｄ）のデ
ィーエイケイ・アメリカズ・エルエルシー（ＤＡＫ　Ａｍｅｒｉｃａｓ　ＬＬＣ）から入
手可能な、ＤＡＫ　Ｌａｓｅｒ＋（登録商標）Ｌ４４ＡおよびＬ４４Ｂが挙げられる。当
業者であれば、リンをほとんど含まないポリエステル樹脂を製造する方法を実際に知って
いるであろう。本明細書中で使用されるように、用語「リンをほとんど含まない」とは約
４０ｐｐｍ未満のリン量を意味する。
【００３１】
　好ましい実施形態では、ポリエステル基材樹脂はチタンもほとんど含まない。チタンも
酸化触媒に干渉する場合があることも、発見されている。
　その他の基材ポリマーは、その基材ポリマーが同様にリンをほとんど含まないのであれ
ば、本発明と共に使用されてもよい。１例はポリプロピレンである。
【００３２】
　本発明の組成物はさらに非ポリマーの被酸化性有機物成分も含んでなる。本発明の非ポ
リマーの被酸化性有機物成分は、好ましい基材ポリマーであるポリエステルへの高い親和
性を有することが好ましい。好ましくは、非ポリマーの被酸化性有機化合物は、ベンジル
基またはアリル基のような被酸化性の基を有するアミド、イミド、エステルまたはエーテ
ルのような極性の有機化合物である。
【００３３】
　本発明のある実施形態では、非ポリマーの被酸化性有機物成分は式（Ｉ）または（ＩＩ
）：
【００３４】
【化７】

の化合物であり、上記式中、
　Ａｒはアリールまたはヘテロアリールであり；
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　Ｘは
【００３５】
【化８】

であり；
　Ｙはアルキレン、シクロアルキレン、またはアリーレンであり；
　Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立にＨまたはアルキルであり；
　Ｒ３およびＲ４はそれぞれ独立にＨ、アルキル（ａｌｋｙ）、シクロアルキル、アリー
ル、またはアラルキルであり；
　Ｒ５はアルキル、シクロアルキル、またはアリールであり；
　ＺおよびＺ’はそれぞれ独立にＨ、アルキル、シクロアルキル、アリール、またはアラ
ルキルであり；かつ、
　ｎおよびｐはそれぞれ独立に０、１、２、３、４、または５である。
【００３６】
　本明細書中で使用されるように、用語「アルキル」は置換または非置換の脂肪族炭化水
素鎖を指す。アルキル基は直鎖および分岐鎖を有する。いくつかの実施形態では、アルキ
ルは、別途明示的に特定されないかぎり、１～１２個の炭素原子または１～６個の炭素原
子を有している。アルキル基には、限定するものではないが、メチル、エチル、プロピル
、イソプロピル、ブチル、１－ブチルおよびｔ－ブチルが挙げられる。「アルキル」の定
義に具体的に含まれるのは、任意選択で置換された脂肪族炭化水素鎖である。
【００３７】
　本明細書中で使用されるように、用語「アリール」は、最大２０個の炭素原子の芳香族
炭素環式部分として本明細書中に定義される。いくつかの実施形態では、アリール基は６
～２０個の炭素原子または６～１４個の炭素原子を有する。アリールは、単一の環（単環
式）であってもよいし、相互に融合または共有結合した複数の環（二環式、最大で三環ま
で）であってもよい。アリール部分の任意の適切な環上の位置（ｒｉｎｇ　ｐｏｓｉｔｉ
ｏｎ）が、規定の化学構造に共有結合してもよい。アリール基には、限定するものではな
いが、フェニル、１－ナフチル、２－ナフチル、ジヒドロナフチル、テトラヒドロナフチ
ル、ビフェニル、アントリル、フェナントリル、フルオレニル、インダニル、ビフェニレ
ニル、アセナフテニル、およびアセナフチレニルが挙げられる。いくつかの実施形態では
、フェニルが好ましいアリールである。アリール基は、任意選択で、１つ以上の置換基で
置換されてもよい。
【００３８】
　本明細書中で使用されるように、用語「ヘテロアリール」は、単一の環（単環式）であ
っても相互に融合または共有結合した複数の環（二環式、最大で三環まで）であってもよ
く、かつ例えば５～２０個の環員を有している、芳香族複素環系を指す。環は、窒素（Ｎ
）、酸素（Ｏ）、または硫黄（Ｓ）から選択された１～４個のヘテロ原子を含有すること
が可能であり、該窒素もしくは硫黄原子は任意選択で酸化されるか、または、窒素原子は
任意選択で（例えばメチルのようなアルキルにより）置換されるかもしくは四級化される
。ヘテロアリール部分の任意の適切な環上の位置が、規定の化学構造に共有結合してもよ
い。典型的なヘテロアリール基には、限定するものではないが、ピリル、フリル、ピリジ
ル、ピリジン－Ｎ－オキシド、１，２，４－チアジアゾリル、ピリミジル、チエニル、イ
ソチアゾリル、イミダゾリル、テトラゾリル、ピラジニル、ピリミジル、キノリル、イソ
キノリル、チオフェニル、ベンゾチエニル、イソベンゾフリル、ピラゾリル、インドリル
、プリニル、カルバゾリル、ベンズイミダゾリル、およびイソオキサゾリルが挙げられる
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。
【００３９】
　アルキル、アルケニル、アリール、またはヘテロアリール基の任意選択の置換基は、当
業者には良く知られている。これらの置換基には、アルキル、アルコキシ、アリールオキ
シ、ヒドロキシ、アセチル、シアノ、ニトロ、グリセリル、および炭水化物が含まれるが
、ともに合わさった２つの置換基が１つの－アルキレン－基として連結されて環を形成し
てもよい。
【００４０】
　本発明のいくつかの実施形態では、組成物は、式（Ｉ）－（Ａ）または（ＩＩ）－（Ａ
）の少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機化合物を含んでなり、前記式はそれぞれ
式（Ｉ）および（ＩＩ）の好ましい分子種：
ジベンジルアジプアミド（ＤＢＡ）
【００４１】
【化９】

または
Ｎ，Ｎ’－［１，３－フェニレンビス（メチレン）］ビスアセトアミド
【００４２】
【化１０】

である。
【００４３】
　本明細書中に記載されるこれらの非ポリマーの被酸化性有機化合物のうち少なくとも１
つは、通常は組成物の重量に基づいて物品中に約０．１～約１０重量パーセントの量で使
用されることになろう。いくつかの好ましい実施形態では、非ポリマーの被酸化性有機化
合物は、組成物の重量に基づいて約１～約５重量パーセントの量で存在することになる。
他の実施形態では、非ポリマーの被酸化性有機化合物は、組成物の重量に基づいて約１～
約３重量パーセントの量で存在することになる。
【００４４】
　マスターバッチ溶液中では、非ポリマーの被酸化性有機化合物の量は、典型的には組成
物の重量に基づいて約１０～約９０重量パーセントとなろう。いくつかの好ましい実施形
態では、非ポリマーの被酸化性有機化合物の量は、組成物の重量に基づいて約２０～約８
０重量パーセントとなろう。
【００４５】
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　非ポリマーの被酸化性有機化合物（Ｉ）－（Ａ）および（ＩＩ）－（Ａ）を含む、本明
細書中に記載された化合物は、当業者に周知の標準的な合成法によって作製可能である。
例えば、アジピン酸およびベンジルアミンを反応させることによって非ポリマーの被酸化
性有機化合物（Ｉ）－（Ａ）を誘導することが考えられる。非ポリマーの被酸化性有機化
合物（ＩＩ）－（Ａ）はｍ－キシレンジアミンをギ酸誘導体と反応させることにより作製
されることが考えられる。
【００４６】
　本発明のある実施形態では、非ポリマーの被酸化性有機物成分は式ＩＩＩまたはＩＶ：
【００４７】
【化１１】

の化合物であり、上記式中、Ａｒはｏ－、ｍ－、もしくはｐ－フェニレン部分、置換され
たフェニレン部分、またはナフタレン部分であり；Ｒ１１およびＲ１２は、水素、アルキ
ル、アルケニル、およびアリールで構成されている群から独立に選択され；ＸはＯまたは
－（ＣＨ２）ｎ－であり；ｎ＝０、１、または２であり；ｐ＝０、１、または２である。
【００４８】
　１つの態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス－（テ
トラヒドロフタルイミド）（「ＭＸＢＴ」）：
【００４９】
【化１２】

である。
【００５０】
　ＭＸＢＴは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１はＨであり、Ｒ１２はＨであり
、Ｘは－（ＣＨ２）ｎ－であってｎは０であり、ｐは０である、式ＩＩＩの典型的な分子
種である。
【００５１】
　さらに別の態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス－
（メチルテトラヒドロフタルイミド）（「ＭＸＢＭＴ］）：
【００５２】
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【化１３】

である。
【００５３】
　ＭＸＢＭＴは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１はメチルであり、Ｒ１２はＨ
であり、Ｘは－（ＣＨ２）ｎ－であってｎは０であり、ｐは０である、式ＩＩＩの典型的
な分子種である。
【００５４】
　別の態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス－（オク
テニルスクシンイミド）（「ＭＸＢＯ」）：
【００５５】

【化１４】

である。
【００５６】
　ＭＸＢＯは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１はアルケニル基であり、Ｒ１２

はＨであり、ｐは０である、式ＩＶの典型的な分子種である。
　別の態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス－シトラ
コンイミド（「ＭＸＢＣ」）：
【００５７】
【化１５】

である。
【００５８】
　ＭＸＢＣは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１はアルキル基であり、Ｒ１２は
Ｈであり、ｐは０である、式ＩＶの典型的な分子種である。
　さらに別の態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス（
メチルナドイミド）（「ＭＸＢＭＮ」）：
【００５９】
【化１６】

である。
【００６０】
　ＭＸＢＭＮは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１はメチルであり、Ｒ１２はＨ
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であり、Ｘは－（ＣＨ２）ｎ－であってｎは１であり、ｐは０である、式ＩＩＩの典型的
な分子種である。
【００６１】
　さらに別の態様では、本発明の被酸化性有機物成分は、化合物ｍ－キシリレン－ビス（
ナドイミド）（「ＭＸＢＮ」）：
【００６２】
【化１７】

である。
【００６３】
　ＭＸＢＮは、Ａｒはｍ－フェニレン部分であり、Ｒ１１およびＲ１２はＨであり、Ｘは
－（ＣＨ２）ｎ－であってｎは１であり、ｐは０である、式ＩＩＩの典型的な分子種であ
る。
【００６４】
　式ＩＩＩおよびＩＶによる被酸化性有機物成分の合成は、米国特許出願公開第２０１１
／０２７５７４２号明細書に完全に記載されており、前記特許文献の開示内容は参照によ
り全体が本明細書中に組み込まれる。
【００６５】
　よって、まとめると、非ポリマーの被酸化性有機物成分は、式（Ｉ）、式（ＩＩ）、式
（ＩＩＩ）、および式（ＩＶ）で構成されている群から選択される少なくとも１つである
。
【００６６】
　本発明の組成物において使用される遷移金属は正の酸化状態の金属である。１つ以上の
そのような金属が使用されうるように企図されていることに注目すべきである。該遷移金
属は、有機性の被酸化性成分の酸化（すなわち有機性の被酸化性成分の分子酸素との反応
）を触媒または促進するように機能する。
【００６７】
　遷移金属は周期表の第一、第二、または第三遷移系列から選択可能である。該金属は、
Ｒｈ、Ｒｕ、または、ＳｃからＺｎまでの系列中の元素（すなわちＳｃ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ
、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、およびＺｎ）のうちの１つであってよい。いくつかの実施形
態では、コバルトは＋２または＋３の酸化状態で添加される。いくつかの実施形態では、
＋２の酸化状態のコバルトを使用することが好ましい。ある実施形態では、＋２の酸化状
態の銅が利用される。いくつかの実施形態では、＋２の酸化状態のロジウムが使用される
。ある実施形態では、亜鉛も組成物に添加されうる。好ましい亜鉛化合物には、正の酸化
状態にあるものが挙げられる。
【００６８】
　遷移金属カチオンに対する適切な対イオンには、カルボキシラート、例えばネオデカノ
アート、オクタノアート、アセタート、ラクタート、ナフタラート、マラート、ステアラ
ート、アセチルアセトナート、リノラート、オレアート、パルミタート、２－エチルヘキ
サノアート、もしくはエチレングリコラートなど；または、特にそれらのオキシド、ボラ
ート、カルボナート、クロリド、ジオキシド、ヒドロキシド、ニトラート、ホスファート
、スルファート、もしくはシリカート、が挙げられる。
【００６９】
　いくつかの実施形態では、少なくとも約１０ｐｐｍ、または少なくとも約５０ｐｐｍ、
または少なくとも約１００ｐｐｍのレベルの金属は、適切な脱酸素レベルを達成すること
ができる。ある適用において使用される遷移金属の正確な量は、当業者の能力水準内にあ
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る適切な試験によって決定可能である。壁体への適用を伴ういくつかの実施形態では（よ
り多くの触媒が使用されるマスターバッチへの適用とは対照的に）、約３００ｐｐｍ未満
、および他の実施形態では好ましくは約２５０ｐｐｍ未満の金属のレベルを維持すること
が好ましい。マスターバッチ組成物では、遷移金属のレベルは約１０００～約１０，００
０ｐｐｍの範囲となりうる。いくつかの好ましい実施形態では、範囲は約２０００～約５
０００ｐｐｍである。
【００７０】
　１または複数の遷移金属は、物品を作製するための押出機または他のデバイスに純物と
して（ｎｅａｔ）添加されても担体（液体またはワックスなど）に含めて添加されてもよ
いし、該金属が、被酸化性有機物成分とともに濃縮物もしくは担体の中に、基材ポリマー
とともに濃縮物もしくは担体の中に、または基材ポリマー／被酸化性有機物成分混成物と
ともに濃縮物もしくは担体の中に、存在していてもよい。別例として、遷移金属の少なく
とも一部は、基材ポリマー（いくつかの実施形態ではポリエステルポリマー）を作製する
ための溶融相反応に重合触媒として添加され、該ポリマーが予備成形物またはシートのよ
うな物品を作製するための融解ゾーン（例えば押出ゾーンまたは射出成形ゾーン）に供給
されるときに残留金属として存在してもよい。遷移金属の添加により溶融加工ゾーンにお
ける溶融物の固有粘度（ＩＶ）がほとんど上昇しないことが望ましい。よって、１または
複数の遷移金属は、２以上の工程において、例えばポリエステルポリマーの生産のための
溶融相の間に一度、および物品を作製するための融解ゾーンにもう一度、添加されてもよ
い。
【００７１】
　本発明の脱酸素調合物において使用される成分の量は、この組成物の用途および有効性
に影響を及ぼす可能性がある。よって、ポリエステル基材ポリマー、被酸化性有機化合物
、および遷移金属触媒の量は、所望の物品およびその最終用途に応じて変化しうる。例え
ば、上記に詳述された有機性の被酸化性成分の一次機能は脱除プロセスの間に酸素と不可
逆的に反応することであり、一方、遷移金属触媒の一次機能はこのプロセスを促進するこ
とである。よって、かなりの程度まで、存在する有機性の被酸化性成分の量は組成物の脱
酸素能力（すなわち該組成物が消費することができる酸素の量）に影響を及ぼし、一方、
遷移金属触媒の量は酸素が消費される速度および誘導期間に影響を及ぼす。
【００７２】
　本発明の脱酸素剤組成物は様々な形態を有する包装用物品に組み込まれうる。適切な物
品には、限定するものではないが、柔軟シートフィルム、柔軟袋、パウチ、ボトル（例え
ばＰＥＴボトル）もしくは金属缶のような半剛性および剛性コンテナ、またはこれらの組
み合わせが挙げられる。
【００７３】
　典型的な柔軟フィルムおよび柔軟袋には、様々な食品品目を包装するために使用される
ものが含まれ、全体的なフィルムまたは袋状の包装材料を形成するために１または多数の
層から作り上げられる場合がある。本発明の脱酸素剤組成物は、そのような包装材料の層
のうち１つ、いくつか、またはすべてにおいて使用可能である。
【００７４】
　典型的な剛性または半剛性の物品には、プラスチック、紙または段ボールのコンテナ、
例えばジュース、ソフトドリンク用に利用されるもの、および通常１００～１０００マイ
クロメートルの範囲の厚さを有する熱成形されたトレイまたはカップが含まれる。そのよ
うな物品の壁体は、単層または多層の材料を含んでなることができる。物品は、ボトルも
しくは金属缶、またはクラウン、キャップ、クラウンもしくはキャップのライナー、プラ
スチゾルもしくはガスケットの形態をとることもできる。本発明の脱酸素剤組成物は、形
成される半剛性または剛性の包装用物品の、一体層もしくは一部分として、または該物品
の外部コーティングもしくは内部コーティング、もしくはライナーとして、使用可能であ
る。ライナーとしては、脱酸素剤組成物は、物品生産の間にその場でライナーを形成する
ために、例えば共押出し成形、押出コーティング、または押出ラミネート加工プロセスに
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おいて、剛性物品自体と共にフィルムとして押出し加工されてもよいし、別例として、物
品が生産された後で該物品の外側表面に、熱および圧力のうち少なくともいずれかによっ
て、接着剤によって、または任意の他の適切な方法によって、接着せしめられてもよい。
【００７５】
　本発明の１つの好ましい実施形態では、本発明の組成物、すなわち、約４０ｐｐｍ未満
のリンを有しているポリエステル基材ポリマー、正の酸素状態（ｏｘｙｇｅｎ　ｓｔａｔ
ｅ）の遷移金属、および上述のような少なくとも１つの非ポリマーの被酸化性有機物成分
は、単層のボトルを形成するために使用可能である。本発明の別の好ましい実施形態では
、本発明の組成物は、多層ボトルの１つの層であって、本発明の組成物を含んでなる該層
が少なくとも１％および典型的には２～６％の式ＩまたはＩＩの構造を有する化合物を含
んでなる、層を形成することができる。
【００７６】
　食品および飲料を包装するために適用可能な物品に加えて、その他の酸素感受性製品を
包装するための物品も本発明から利益を享受する可能性がある。そのような製品には、薬
剤、酸素感受性の医療用品、腐食性の金属または製品、電子機器などが含まれるであろう
。
【００７７】
　組成物にはさらに、その他の成分、例えば色素、充填剤、結晶化助剤、衝撃改質剤、離
型剤、脱ネスティング剤（ｄｅｎｅｓｔｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）、安定化剤、紫外線吸着剤
、金属不活性化剤、ポリエチレンおよびポリプロピレンのような成核剤、ホスファイト安
定化剤ならびに染料も含まれうる。他の追加成分は当業者によく知られており、該成分が
組成物の性能に悪影響を与えない限りは現存の組成物に添加可能である。典型的には、そ
のような成分の総量は、組成物全体に対して重量比で約１０％未満となろう。いくつかの
実施形態では、これらの任意選択の成分の量は全組成物に対して重量比で約５％未満であ
る。
【００７８】
　延伸ブロー成形ボトルを作製するために使用されるポリエステルポリマー組成物の製造
において使用される共通の添加剤は、該組成物から作製された予備成形物が、延伸ブロー
を行ってボトルにするためのモールドに入る前に再加熱されなければならないため、再加
熱添加剤（ｒｅｈｅａｔ　ａｄｄｉｔｉｖｅ）である。従来の再加熱添加剤のうち任意の
ものが使用可能であり、そのような添加剤には、様々な形態のブラック粒子、例えばカー
ボンブラック、活性炭、黒色酸化鉄、ガラス状カーボン、および炭化ケイ素；アンチモン
のような灰色粒子、ならびに、シリカ、赤色酸化鉄などのようなその他の再加熱添加剤が
挙げられる。
【００７９】
　多くの適用において、包装内容物は酸素の侵入に高感受性であるだけでなく、該内容物
はＵＶ光によっても影響を受ける場合がある。フルーツジュースおよび薬剤はそのような
内容物の２つの実例である。従って、いくつかの実施形態では、包装された内容物を保護
するのに有効な量の中の既知のＵＶ吸収性化合物のうちのいずれか１つをポリエステル組
成物に組み入れることが望ましい。
【００８０】
　本組成物は、低リン含量のポリエステル基材ポリマー（例えばＰＥＴ）を被酸化性の有
機物成分および遷移金属組成物と混合することにより作製可能である。そのような組成物
は当業者に周知の任意の方法によって作製可能である。ある実施形態では、遷移金属のう
ちいくらかまたは一部は混合前に基材ポリマー中に存在していてもよい。この残存金属は
、例えば、基材ポリマーの製造プロセス由来で存在していてもよい。いくつかの実施形態
では、低リン含量のポリエステル基材ポリマー、被酸化性の有機物成分および遷移金属は
、ホッパー内で転動することにより混合される。その他の任意選択の原料成分は、この混
合プロセス中に添加されてもよいし、前述の混合の後の混合物に、または前述の混合ステ
ップに先立って個々の成分に、添加されてもよい。
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【００８１】
　本組成物はさらに、各原料成分を別々に添加し、かつ、物品を形成するための組成物の
溶融加工の前に該原料成分を混合することによっても、作製可能である。いくつかの実施
形態では、混合は溶融加工ゾーンの直前であってよい。他の実施形態では、１つ以上の原
料成分が、該原料成分をすべて合わせる前に個別のステップで予混合されることも可能で
ある。
【００８２】
　いくつかの実施形態では、本発明は、酸素感受性材料のための包装体に使用される壁体
の成分としての、本明細書中に記載された組成物の使用に関する。包装体の必要な脱除能
力は、概して、脱除性添加剤の非存在下においてパーミアンスのより大きい壁体について
はより大きくならなければならないことになる。従って、良好な効果は、本質的にパーミ
アンスのより大きい材料を使用するほど、より達成困難である。
【００８３】
　壁体は、剛性の壁体であってもよいし、柔軟シート、または密着性フィルムであっても
よい。該壁体は均質であっても積層物であってもよいし、他のポリマーでコーティングさ
れてもよい。積層またはコーティングがなされる場合、脱除特性は、壁体の一層であって
、そのパーミアンスが脱除のなされない状態では比較的高く、かつ単独ではあまり十分に
は機能しないであろうが、１つ以上の他の層であって比較的低いパーミアンスを有するが
無視できるかまたは不十分な脱酸素特性を有する層との組み合わせでは十分に機能する層
に、存在してもよい。単一のそのような層が包装体の外側の面に使用されることも考えら
れる、というのも、この面は、包装体が充填および密閉されたときに酸素が主として向か
って来る側であるからである。しかしながら、脱除層の両側のそのような層であれば、充
填および密閉の前の脱除能力の消耗を低減することになろう。
【００８４】
　本組成物が壁体内において、または壁体の層として使用される場合、該組成物の酸素に
対する透過性は、好都合には約３．０、または約１．７、または約０．７、または約０．
２、または約０．０３ｃｍ３ｍｍ／（ｍ２　ａｔｍ　ｄａｙ）以下である。本発明によっ
て提供される組成物の透過性は、好都合には脱酸素特性の存在しない組成物の約４分の３
以下である。いくつかの実施形態では、透過性は脱酸素特性の存在しない組成物の２分の
１以下、ある実施形態では１０分の１、他の実施形態では２５分の１、およびさらに他の
実施形態では１００分の１以下である。脱酸素特性の非存在下での透過性は、好都合には
約１７ｃｍ３ｍｍ／（ｍ２　ａｔｍ　ｄａｙ）以下、または約１０、または約６である。
特に良好な効果は、約０．５、または約１．０から、１０、または約６．０ｃｍ３ｍｍ／
（ｍ２　ａｔｍ　ｄａｙ）までの範囲のような透過性について達成される可能性がある。
酸素浸透の測定は、例えばモコン社（ＭＯＣＯＮ，　Ｉｎｃ．）（米国ミシガン州ミネア
ポリス）から入手可能なＯＸ－ＴＲＡＮ（登録商標）測定器のような酸素浸透（ＯＴＲ）
機器装備を使用して、当業者によって実施可能である。
【００８５】
　上記の透過性は誘導期間を伴わずに達成されるが、このことは、実際問題としては、そ
のような透過性がコンテナの形成された直後に達成可能であることを意味している。
　別の態様では、本組成物は、ポリマーまたは成分含有ポリマーと混成するためのマスタ
ーバッチとして使用可能である。そのような組成物では、被酸化性の有機物成分および遷
移金属の濃度は、最終的な混成生成物が適切な量のこれらの成分を有することを可能にす
るために、より高くなることになる。マスターバッチはさらに、該マスターバッチが混成
されることになっている量のポリマーも含有しうる。他の実施形態では、マスターバッチ
は、該マスターバッチが混成されることになっているポリマーとの適合性を有するポリマ
ーを含有してもよい。
【００８６】
　さらに別の態様では、本発明の組成物は、脱酸素を主として提供する壁体の層（別の層
は際立った脱除は伴わずに気体障壁を提供するポリマーを含んでいる）を形成するために
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使用されてもよいし、ヘッドスペース脱除剤（包装壁体によって包装内容物と一緒に完全
に密封される）として使用されてもよい。そのような技法は当業者によく知られている。
【００８７】
　透過性が維持される期間は、酸素感受性材料とともに使用する前に密閉容器内または窒
素のような不活性雰囲気下で物品を保存することにより延長可能である。
　別の態様では、本発明は、剛性、半剛性、折り畳み式、蓋付き、もしくは柔軟であるか
、またはこれらの組み合わせであるかにかかわらず、本明細書中に記載された組成物から
形成されるような壁体を含んでなる包装体を提供する。そのような包装体は当業者に良く
知られた方法によって形成可能である。
【００８８】
　物品を作製するために使用されうる技法の中には、一般のモールド成形、射出成形、延
伸ブロー成形、押出し、熱成形、押出しブロー成形、ならびに（特に多層構造については
）共押出しおよび粘着性の結合層を使用する積層がある。ポリマーの、例えば延伸ブロー
成形による配向は、生じる既知の機械的利益から、フタラートポリエステルを用いると特
に魅力的である。
【００８９】
　物品を作製するための溶融加工ゾーンは、予備成形物、ボトル、トレイ、および以下に
言及された他の物品のような意図された物品を作製するのに有効な通例の条件下で運転可
能である。１つの実施形態では、そのような条件は、溶融物のＩＶをほとんど増加させる
ことなく溶融物を処理するのに有効であり、かつエステル交換反応を促進するには有効で
ない。いくつかの好ましい実施形態では、低リン含量のポリエステルポリマー、被酸化性
の有機物成分、および遷移金属の物理的混成物を確立するのに有効な適切な運転条件は、
約２５０℃～約３００℃の範囲の溶融加工ゾーン内の温度、約６分未満の合計サイクル時
間、および、典型的には減圧の適用を伴わず、かつ約０ｋＰａ（約０ｐｓｉｇ）～約６２
０５．５ｋＰａＧ（約９００ｐｓｉｇ）の範囲の陽圧下である。いくつかの実施形態では
、スクリュー上での溶融物の滞留時間は約１～約４分の範囲となりうる。
【００９０】
　具体的な物品には、食品、飲料、化粧品、薬剤、および高い酸素バリアが必要とされる
パーソナルケア製品の包装のための、予備成形物、コンテナおよびフィルムが挙げられる
。飲料コンテナの例は、水および炭酸清涼飲料を入れるためのボトルであり、本発明は、
酸素が該飲料の風味、芳香、性能（ビタミン分解を防ぐ）、または色調に有害な影響を及
ぼす場合のジュース、スポーツ飲料、ビールまたは任意の他の飲料を入れるボトル適用に
おいて特に有用である。本発明の組成物はさらに、熱成形して剛性包装体とするためのシ
ートおよび柔軟構造物用フィルムとしても特に有用である。剛性包装体には食品トレイお
よび蓋が含まれる。食品トレイ適用の例には、食品内容物の鮮度が酸素の侵入とともに落
ちる可能性のある場合の、ベースコンテナおよび蓋材（ｌｉｄｄｉｎｇ）（熱成形された
蓋でもフィルムでも）の両方における、デュアルオーブンで使用可能な食品トレイ、また
は冷蔵食品トレイが挙げられる。本発明の組成物はさらに、化粧品容器および薬剤または
医療用デバイスのための容器の製造における用途もある。
【００９１】
　本発明の包装壁体は単一層であってもよいし、多層の構築物であってもよい。多層の壁
体を使用するいくつかの実施形態では、外部層および内部層は、それらの間に配置された
脱酸素材料を含有する１つ以上の保護層を備えた構造層であってよい。いくつかの実施形
態では、外部層および内部層はポリオレフィンまたはポリエステルを含んでなる。ある実
施形態では、単一層の設計が好ましい。そのような層は製造の簡潔性およびコストにおい
て長所を有しうる。
【００９２】
　本明細書および添付の特許請求の範囲において、いくつかの用語について言及がなされ
ることになるが、該用語は以下の意味を有すると定義されるものとする。
　本明細書中で使用されるように、「式を有する（ｈａｖｉｎｇ　ｔｈｅ　ｆｏｒｍｕｌ
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ａ）」または「構造を有する（ｈａｖｉｎｇ　ｔｈｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）」という語
句は限定的であるようには意図されず、「含んでなる（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」という
用語が一般に使用されるのと同じように使用される。「～から独立に選択された（ｉｎｄ
ｅｐｅｎｄｅｎｔｌｙ　ｓｅｌｅｃｔｅｄ　ｆｒｏｍ）」という用語は、本明細書中にお
いて、列挙された要素（例えばＲ基または同種のもの）が同一であってもよいし異なって
いてもよいことを示すために使用される。
【００９３】
　本明細書中で使用されるように、「１つの（ａ）」、「「１つの（ａｎ）」、「その（
ｔｈｅ）」などの用語は、文脈がそうでないことを明白に示していないかぎり、単数およ
び複数の両方を指す。例えば「ボトル（Ａ　ｂｏｔｔｌｅ）」は、単一のボトルまたは２
以上のボトルを指す。
【００９４】
　同じく本明細書中で使用されるように、１つ以上の方法ステップについての記載は、組
み合わされたその列挙済みステップの前後に追加の方法ステップが存在することを妨げる
ものではない。追加のステップはさらに、記載されたステップの間に入るステップであっ
てもよい。加えて、当然のことであるが、プロセスステップまたは原料成分の文字標記（
ｌｅｔｔｅｒｉｎｇ）は個別の活性または原料成分を識別するための便利な手段であり、
列挙された文字標記は任意の順序に配置構成可能である。
【００９５】
　ある範囲の数値が本願に提示される場合、当然ながらその範囲は明示された範囲の上下
限値の間の全ての整数および該整数の分数を含む。ある範囲の数値は、明示された端点に
満たない数値および明示された範囲の間にある数値を明示的に含んでいる。例えば、１～
３の範囲は、整数１、２および３のほかにこれらの整数の間に存在するあらゆる分数も含
んでいる。
【００９６】
　本明細書中で使用されるように、「マスターバッチ」とは、物品を形成する前に典型的
には少なくとも追加の基材ポリマーで希釈されることになる、基材ポリマー、被酸化性の
有機物成分および遷移金属の混合物を指す。そのため、被酸化性の有機物成分および遷移
金属の濃度は形成される物品中よりも高い。
【００９７】
　以下の実施例は、酸素を脱除する分子の合成および該分子の使用ならびにそのような脱
除剤を含有する生成物に関する本発明の好ましい実施形態を実証するために含まれている
。当業者には当然のことであるが、以降の実施例において開示される技法は、本発明の実
施において良好に機能することが本発明者らによって発見された技法を表すものであり、
よって本発明の実施のための好ましい実施態様を構成すると考えることができる。しかし
ながら、当業者であれば、本開示に照らして、開示された特定の実施形態において数多く
の変更をなし、かつなおも本発明の精神および範囲から逸脱することなく同様または類似
の結果を得ることができることを理解しているはずである。
【実施例】
【００９８】
　実施例１：以下に詳述された組成物が調製され、射出成形により多層の予備成形物とな
され、延伸ブロー成形により３層コンテナＡ／Ｂ／Ａとなされたが、該コンテナにおいて
Ａ層はＰＥＴ構造層であり、Ｂ層は、構造ポリマーのＰＥＴも含んでなるが脱酸素を担う
層である。表１はボトル組成物の詳細を提示しており、比較実施例１および２を含んでい
る。
【００９９】
　典型的には、本発明の組成物は３層共射出成形されたボトル予備成形物中のバリア層と
して使用された。３層の予備成形物は、２つの別個の押出機供給材から構成されている、
連続共射出成形プロセスによって作製された。ＰＥＴ供給材押出機（２６０～２７０℃に
加熱された押出機「Ａ」）では、あらかじめ乾燥させて低含水量＜１０ｐｐｍとした純物
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のＰＥＴ樹脂（バリア添加剤なし）が使用された。バリア樹脂供給材押出機（２４０～２
６０℃に加熱された押出機「Ｂ」）では、あらかじめ様々なレベルのジベンジルアジプア
ミド（ＤＢＡ）とともに転動混成され、かつバリア添加剤としてコバルトネオデカノアー
ト粉体が添加されたＰＥＴ樹脂ペレットが、押出機に供給された。ＡおよびＢの押出機か
らの２つの溶融供給材は、２００３バッテンフェルト（Ｂａｔｔｅｎｆｅｌｄ）Ａ８００
／２００Ｈ／１２５ＨＣ共射出成形機を使用して連続して共射出成形され、予備成形物重
量全体のおよそ４０％を構成するバリアＰＥＴ混成材の中間層を備えた３層予備成形物を
形成するための、単一空洞型３０ｇ・３３ｍｍ仕上げのケチャップボトル予備成形物とな
された。成形のためのサイクル時間は約３０秒であった。
【０１００】
　第２ステップでは、上記の３層予備成形物は再加熱－延伸－ブロー成形により３層ボト
ルとなされた。該ボトルは、典型的には、毎時ボトルおよそ８００本で運転するシデル（
Ｓｉｄｅｌ）ＳＢＯ－１機で延伸ブロー成形された。該プロセスにおいて、予備成形物は
典型的にはおよそ１００℃の表面温度に加熱され、次いで約１２℃に維持されたモールド
内へ約３３００ｋＰａ（約３３ｂａｒ）の吹込圧で吹込まれた。そうして得られた３層ボ
トルは完全に透明であった。これらのボトルは、次のセクションに記載されるようなオー
ビスフェア（Ｏｒｂｉｓｐｈｅｒｅ）試験プロトコールを使用して脱酸素性能について試
験された。
【０１０１】
【表１】

ＰＥＴ－１：ディーエイケイ・アメリカ・インコーポレイテッド（ＤＡＫ　Ａｍｅｒｉｃ
ａ，　Ｉｎｃ．）のＤＡＫ　Ｌａｓｅｒ＋（登録商標）Ｌ４４Ｂ（現在はＬ４０Ｂとして
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ＰＥＴ－２：ディーエイケイ・アメリカ・インコーポレイテッドのＤＡＫ　Ｌａｓｅｒ＋
Ｌ４４Ａ（現在はＬ４０Ａとして再指定されている）、約１０ｐｐｍの低リン（Ｖ）含量
レベル；
ＰＥＴ－３：イーストマン・ケミカル・カンパニー（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏ．）のＨｅａｔｗａｖｅ（商標）ＣＦ７４６Ａ、約４０ｐｐｍの高リン含量レベル
；
ＰＥＴ－４：イーストマン・ケミカル・カンパニーのＰａｒａｓｔａｒ（商標）９０００
、＞４０ｐｐｍのリン（Ｖ）含量レベル；
ＤＢＡ：米国ニュージャージー州プリンストンのウィルシャー・テクノロジー・インコー
ポレイテッド（Ｗｉｌｓｈｉｒｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｉｎｃ．）のΝ，Ν’－ジベ
ンジルアジプアミド；
ＣｏＮｅｏ：コバルトネオデカノアート（シェパード・ケミカル・カンパニー（Ｓｈｅｐ
ｈｅｒｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．））；および
Ｒｅｄ　ＭＢ：カラーマトリクス・インコーポレイテッド（Ｃｏｌｏｒｍａｔｒｉｘ　Ｉ
ｎｃ．）の赤色着色剤マスターバッチ
　ボトル脱酸素試験（オービスフェア試験）：表１のボトルは、標準的なオービスフェア
試験装置（スイス国ジュネーブのオービスフェア）を使用して、脱酸素性能について試験
された。典型的には、各ボトルはオービスフェアの卓上充填器に載置され、最初に窒素で
洗浄された後に、脱酸素水（Ｏ２含量＜１００ｐｐｂ）で充填されてフォイルシールで密
閉される。各組成物の数個のボトルが充填されて密閉された後、該ボトルは周囲条件下で
必要な包装寿命試験期間にわたって保存される一方、オービスフェア３６００型分析器に
接続されたオービスフェア２９９７２型試料デバイスの使用により酸素含量を測定するた
めに一度に少なくとも３本のボトルを周期的に取り出すことにより、ボトル中の酸素の含
量または侵入がモニタリングされる。各測定については、ボトルの封が穿刺され、液体が
、１３７．９ｋＰａ（２０ｐｓｉ）の窒素を用いてボトルから押し出され、かつオービス
フェアのセンサ分析器を通過せしめられる。３０～５０％の液体が取り出されて測定が安
定した後、酸素含量の読取り値が記録される。周期的測定の各回につき平均３～５個の読
取り値が得られる。
【０１０２】
　図１および２に示されるオービスフェアのデータは、本発明による、ＤＢＡ、コバルト
ネオデカノアート、および低リンＰＥＴを含んだボトルについて脱酸素が初期に（時間効
果を伴わずに）生じることを明白に示している。対照的に、４０ｐｐｍ以上のリンを含ん
でなるＰＥＴ組成物を使用する比較実施例は、そのような組成物がまだ酸素を脱除し始め
ていないので、少なくとも３か月にわたって酸素含量の増大を示す。
【０１０３】
　好ましい実施形態の先述の実施例および説明は、特許請求の範囲によって定義されるよ
うな本発明を限定するものではなく、例証するものとみなされるべきである。容易に認識
されるように、上述の数多くの変形形態および特徴の組み合わせは、特許請求の範囲に述
べるような本発明から逸脱することなく利用可能である。そのような変形形態は本発明の
趣旨および範囲からの逸脱とは見なされず、かつそのような変形形態はすべて添付の特許
請求の範囲の範囲内に含まれるように意図される。
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